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された,、それは労働 力を過剰部面から不足部面へ と円滑に移動させ ることに
よって雇用保障が可能になるとされた。これは雇用政策が労働力(有効活用)























よって,労働者派遣事業 と民間職業紹介事業の原則自出化 も実現 した。これに








1)1雇用政 策の危機」 につ いては.拙 稿,雇 用問題 と社会政策,杜 会政策学会編 「社 会政策学会
誌」 第3号 「杜会政策 にお ける国家 と地域」御茶の水書房,2000年4月所収参照。なお,拙 稿で
は雇用政策 の性格 を社会政策 と経済政策の両側面を持つ ものと規定 してい る,,.本稿の性格規定 ぽ
それを,両 側面 の相 互関係 を含めて再規定 した ものであるL、本 質的 に異な る規定ではない.
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2)1980年代半 は以降の雇用政策の労働ノ」政策化を規定す る†要な契機の一つ として,理 念 として
の 「労働市場 の フレキシ ビリテ ィ」論,お よびそれを促進す る政 策手段 と しての 「規制緩和」論
があるこ とは間違 いない。 ぞの内容は多義にわた っているが,そ の意図 と経済学的意義について
は,三 好正 巳 「労働市場 の 「柔軟性」 と労使 関係 の 「制度化 」 『労働 法律旬報』II59・60号,
1987年1月,小越洋之助 「労働市場 の弾力性(フ レキ シビリテ ィ)に ついて」『国 学院経 済学』
37巻3・4号,1990年5月,同「ヨーロ ッパにおけ る賃金の フレキ シビリテ ィ政策 と雇用 ・失業」
『国学院経 済学』41巻2号,191)3年3月,福原宏幸 「80年代労働市場 フ レキシブル化の現実 と課
題」(竹中恵美子 編rグ ローバル時代 の労働 と生 活一 そ の トー タ リテ ィを もとめて』 ミネ ル
ヴァ書房,1993年),美崎酷 「労働市場 の弾 力化 と杜会政策一 とくに雇用形態 について,日 本
と ドイツを中心 に」 『彦根論 叢』292号,1995年1月,丹下春喜 「「労働市場 の柔軟 化」 と規 制緩
和一80年 代OECDの 政策提起 との関連で」 「立命館経 済学144巻4・5号,1995年12月.等を
参照。
また,そ れがわが国 の労働市場な らびに雇 用政策 に適用 された場合 に,雇 用 システ ムにいかな
る作 用をおよぼすか(あ るい はお よぼ しているか)と いう見地か らの検討 も欠かせない。規制緩
和は失業 と雇 用不安 の解消 に資す るよ りは.む しろそれを拡大す るとい う見解が多 く提示されて
い る。 これ らについては,竹 中恵美子 「労働市 場政策一 日本型労働市場 の再編か ら変容 へ」
(石畑良太郎 ・佐野稔編 『現代 の社会政策』(第3版),有斐閣,1996年4月)。横 山政敏 「労働の
規制緩和 と労働市場一 新規学卒市場の展開を中心 に」『立命館経 済学』45巻6号,1997年2月,
伍賀一適 「規制緩和 と雇用 ・失業問題」(戸木田嘉久 ・三好正 巳編 『規制緩和 と労働 ・生活』 法
律文化杜,1997年5月)、戸木田嘉 久 『『構造 的失業』時代 の日本資本主義』新 日本出版社,1997
年9月,加 藤佑治 ・内1」1昂監修 ・労働運動総 合研究所編 『規制緩和 と雇用 ・失業問題』新 日本出
版社.1997年11月。野村正實 『雇用不安』岩 波書店,1998年7月,高梨昌 『雇用政策見直 しの視
点 安易 な規 制の緩和 ・撤廃論 を排 す』 労務行政研 究所.1999年1月,依光11{哲・石水 喜夫
『現代雇用 政策の論理』新評論、1992年2月,伍賀 一道 『雇用の弾力化 と労働 者派遣 ・職業紹介
事業』大月書店,1999年2月,等を参照。 しか し,現 実の政策展開 は.規 制緩利 こそ失業を解決
す る喉 の 道 であ るとす る主張にt導 されてい る,、これ らについ ては,島 田晴雄 『日本 の雇用
一21世 紀への再設計』筑摩書房,1994年9月,島田晴雄 ・太 田清編 『労働市場改革一 醤理の
時代 か ら選択 の時代へ』東洋経済新報社,1997年9月,山田久 『大失業一 雇用崩壊の衝撃』 日
本経済新聞社.1999年1月,等を参照。付言 すれば,規 制緩和推進論 の最大の問題点ばそれが資
本の蓄積戦略 として展 開され てい ることをみない点 にある,、/
雇用政策の展開 (93)93
ll雇用構造の変化









おいて も.次 の経 済構造調整 につ なが る雇用構造の変化 と雇用 問題 の深刻 化の
条件 は累積 していた。農業 をは じめ とす る小生産の衰退,高 度経済成長 を支 え
た重化学工業の停滞.さ らには生産の海外移転 な どに促 されて,日 本経 済は,
経済 の ソフ ト化,減 量経営 と雇用調整,雇 用流動化,お よび雇用 コス トの抑制
と削 減 とい う方向を志向 して きた。 しか し.あ る程度 の経済成長 と雇用 の増大
が実現 し、労働力政策がそれを促進 する機能 を果た しえた限 りにおいて,雇 用
問題 の顕在化は回避されて きた。
国際経済摩擦 の激化 と経 済構造調整 の展開 は,雇 用構造の変化 と雇用問題 の
深刻化の条件を累積す る もので あったが,円 高不況をへたのちに,そ れへの対
応 策 によって促進 され たバブル経済 の もとで,雇 用 の増大傾 向が一時 的にせ よ
回復 し,雇 用 問題 の深刻化 も回避 されて きた。 しか し,持 続的 な雇川 の増大 と
＼ ただし,現実の雇用政策が,すべて規制緩和の論理で貫かれているわけではない。その具体的
展開に即した分析と評価も必要である。雇用政策の具体的展開過程とその評価については.1高梨
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3):実質経済成長率 は国内総旗産の対前年 上昇率(1981年以降 はSNA93基準)。




































































































実現の鍵は 「雇用調整」とそれによる雇用 コス トの削減にほかならなかった。























1980年代半ばから90年代半ばまで,す なわち円高不況,バ プル景気,そ して平
成不況期に対応 して,2～3パ ーセントの間で変動 してきた。すでに1970年代
末までの失業率水準よりも高 くなっているが,これは雇用調整がマクロ経済に
反映した結果である。 しか し90年代半ば以降の失業率は上昇の一途をたどって
おり,2002年平均では5.5パーセ ン1・を超える水準にまで達 した。 これが長期
にわたる労働力供給と雇用の乖離の結果であることは明らかである。これはま
た雇用調整 と雇用流動化を促進する雇用政策が、経済成長 と雇用の増加を促進
する手段 という機能をもはや果たしえなくなっていることを示す もので もある。
また,雇 用者の絶対的減少という事態が生 じてきていることも重大である
(第2図参照)。1990年代に入るとともに生産年齢人口の増加そのものが少子 ・
高齢化の流れのなかで停滞 し,労働力人口全体(こ こでは雇用者.自 営業主 ・
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以下の就業者)を 加えたものを 「不安定雇用」としてまとめ,そ の動向を示 し









へ と著 しく上昇 した。雇用調整が不安定雇用の拡大による雇用コス トの削減と
.いう形で展開されたことが示されている。しかもその後の雇用の停滞の時期に
も不安定雇用は増加を続けてお り.不安定雇用率は22パー セント弱から29バー
セント(男女計)へ と大幅に上昇 した。近年では男子の場合で も雇用者の6分
の1.女 子にいたっては雇用者の40パー セン トをしめるまでになった。ここ
には.不安定雇用が単 なる雇用調節弁ではなく,雇用全体の不可欠な構成部
分 となり.不安定雇用の構造化が確実 に進行 していることが改めて示されて
＼れる。1987年に失業率 の高1.し地域 は構造不況業種の集中する北 海道 と北九州(福 岡,佐 賀.長 崎.
大分)で あ ったが,1997年に失業率が も.,とも高い地域は,管 理部 門やサービス部門の集 中す る
大都市圏の南関東(埼 下,千 葉.東 京,神 奈川)の8.2パー セ ン ト.近畿 中央(京 都.大 阪,兵
庫)の8.9パー 七 ン トであ った(い ずれの年 も沖縄の失業率が最高 の11バー セ ン ト超であ るが,
これは例外 とす る)。他ノ∫で,い ずれ の年も北 陸(新 潟.富Ill.石川。福井)と 山陰(鳥 取,島
根)の 失業 率は低 く、4.7～4.9バー セン ト程度 にとどまっている、,これら も不況 ドにもかかわ ら
ず大都市圏への労働 力移動が進 んでい ること,そ こでの雇用 創出が 停滞 していることを意味 して
お り,失業の構造 変化 を示 している.な お,こ こでの失業者は 「『無 業者』 の就業希望者で,か
つ求職者」 としている,,地域別 の分析 は本章の テーマに も深 くかか わっているが.紙 幅 の関係 で



















働力需給 システムの整備(雇 用の流動化)と いう面で展開されてきた。以下で
は,この三つの領域における雇川政策の展開過程をそれぞれについてみてい く
ことにする(第1表 参照)。
4)な お念のたダ)に,「労働 力調 査特別調査」の 「非正規の職員 ・従業員」 によって不安 定雇用の
比率 をみれば,そ れ は 「労働力調査」か らの推計値 よ りも高 くなってい る 、ちなみに2001年(2
月末)の 非IE規比率 は,男 子で13パー セ ン ト,女チで48バー セン トにも達す る。統計が不安定雇
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実現 しようとするものであるが,文 字通 りの雇用創出とはいいがたい。雇用政
策が労働力の移動を強制するものでないとすれば.そ の政策手段は賃金助成な
どにより新規雇用先の誘引力を強めることに限られている、,







策 として十分 な効果 を発揮で きなか った。創出 された雇用 機会には労働力 を誘
引す る魅力 に乏 し く,逆 に地域的 な労働力不足現 象が発生 し,雇 用創 出 として
の意味 を失 うことにな った。 第三 に,各 種の助成 金によ って企業 の雇用拡大 を
促す方式が採 用 されて きたが,新 規投資を促 す ような枠紐 み と規模 を持つ もの
で はなか った。 したが って,助 成金の規模はかな らず しも巨額で はな く,ま た
支 出 も雇用拡大 をあ と追 いす る もの にす ぎなか った,、第四に,バ ブル経済 の調
整過程以降 においては雇用創 出政策の限界が明 らかにな って きて いる。新規投
資,新 産業の創出 とい う前提が欠如 してい る場 合には,雇 用創出策 と して の意
味 を持 たな くな って きている。 こう したなかで,雇 用政策 の労働力政策 と して
の純化 も進め られて きた。雇用調整助成金の見直 しも,こ うした脈絡 のなかで
進 め られた5卜、,この ように財政危機 の深化 の もとで政策効率が重視 され るよう
になったが,も とよ りそれが雇用創出 につなが る成果 を生 みだす保障 はどこに
も存在 しなか った。
雇用維持 この政策 の中心手段は雇用 調整助成 金で ある。 円高不況時,な ら
びに平成不況時に指定基準の緩和や指定延長な どによ り支給 は急増 した。加 え
て,特 定不況業種雇用安定法 にもとづ く助成 金が加わ っている。それ はバ ブル
経済 と人手不足の時期 に一時的に減少 したが.平 成不 況の1993年以降 になると
再 び急増 した。 しか し,そ れがかな らず しも雇用創 出につ なが らない ことが明
らか になるとともに,1999年以降 にはその削減が進 め られ ている。かわ って新
産業への移動 の促進 に期待が寄せ られているが,新 産業創 出 とそ こへの労働 力
移動が実現す る可能性 は きわめて乏 しくな っている。










づ く地域雇用開発助成金であった。雇用創出の決め手 として華々しく出発 し,

























































のいわゆる 「女子保護規定」の緩和 ・撤廃が進められ,女 性を 「有効活用」す
るための条件が拡大 した。女性を相対的な低賃金 ・不安定雇用者 として活用す
る条件はむ しろ拡大 したというべきであろう、,















まり牛活保障.中 問搾取の排除 情報公開などが必要 とされ,職 業紹介事業の
公的管理が基本とされてきた。しかし,多様な求人 ・求職情報の結合を効率的
6)「労働力 調査」によ り年齢別労働力率 の動 向をみれば.男 性 の60歳か ら65歳の年齢層 の労働 力
率はむ しろ低下傾向にある ことが確認で きる、女性の場合 には,65歳未 満の全年齢層 で労働 力率





民営化の動 きは労働力の 「有効活用」はめざす ものであ り,雇用の安定は犠牲
とならざるをえない。そ してまた雇用需要の停滞 しているもとでは,労働力流
動化の促進が雇用創出へとつながる1可能性は乏 しい ものとならざるをえない。
































雇用政策の効果も成功 もおぼつかない。新産業として期待 される福祉,情報 ・




7)ち なみに」996年6月に閣議決定 された 「緊急雇用対 策および産業競争力強化対 策」(いわ ゆ
る70万人超雇 用創出計 画)で も,「関係省庁 と産業界 との連携 のもとに.新規 ・成長15分野(医
療 ・福祉,情 報通信、 環境,バ イオテクノロジー等が あげられる)」の育成 によって 「雇 用機会
の創出」 を図る とされ,そ のための主要な手段が雇用分野 を含めた 「規制緩 和」である.こ こに
も雇用の弾力化を支えに新 産業創 出と雇用創 出を図 るとい う政策的構図が示されている,そ うだ
か らこぞ新産業が機軸産業 として成長す る展望が開 けてい るとはいいがたい。た とえば,介 謹者
の資格要件 を緩和 して・介護 分野へ の民間参入 を促進す るとい ・、た逆立 ち した政策 が幅 をきかせ
てい る・そ うではな くてむ しろ充実 した社会的介護体制の創造 こそがこの分野で の新産業 の成長
につながるはずで ある,,
